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要旨 

 日本で発生する船舶事故のうち、小型船舶による事故が約 7 割を占める。貨物船やタンカーなどの大型船

は、近隣船舶の間で情報交換を行う AIS の搭載が義務化され、事故件数が減少している。しかし小型船舶は

搭載義務がなく、コスト負担、申請が必要などの要因で普及が進まず、平成 20 年から事故の減少がみられな

い。小型船舶の事故減少に資するため、スマートフォンを用いた小型船舶向け航行支援システムを提案する。 
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1.問題の背景 

四方を海に囲まれ、国土面積が狭く、資源の乏し

い我が国において、海上輸送は社会・経済を支える

重要インフラである。最近ではプレジャーボートな

どの小型船舶が増加しており、平成 26 年度海上保安

庁の調査(1)では 50 万隻とされている。 

船舶の増加に合わせて船舶事故も急激に増加し

ている。平成 20 年から 26 年で大型船舶、小型船舶

合わせて平均 2400 隻の事故が確認されており、その

うち 50%程度が衝突・座礁となっている。特に小型

船舶が関わる事故は全体の約 7 割(1700 隻程度)(1)

であり、早急な対策が求められている。 

船舶事故を未然に防ぐための対策として、自動船

舶識別装置(AIS:Automatic Identification System)

がある。AIS は船舶の識別符号、種類、位置、進路、

速力、航行状態などを VHF 帯電波で送受信し、船舶

及び陸上局と情報交換を行うシステムである(2,3)。 

現在 AIS は国際航路の船舶および国内航路の 500

総トン以上の船舶に搭載が義務付けられ、航行管制

に基づく事故防止に効果的であることが確認されて

いる。一方小型船舶においては、搭載義務がない、

設備投資が負担である、申請が必要などの理由から

搭載が進んでいない。 

本研究では、増加する小型船舶の事故を減らすこ

とを目的とし、スマートフォンで動作する簡易 AIS

システムの開発を行った(4-6)。また、既存の AIS と

連携することにより、小型船舶・大型船舶双方に効

果的な事故防止支援を行えることが確認された。以

下、開発したシステムの概要、AIS 情報の活用にお

ける問題点と改善案について、考察を行う。 

2.スマートフォンによる AIS システムの 

実装 
2.1 開発の目的 

本システムは、スマートフォンが標準的に有する

GPS 機能を用いて、船舶の位置情報を取得し、他船

の相対距離や進行方向の把握、座礁等の危険検知、

緊急事態の検出・対応など、小型船舶で起こりがち

な事故の対策を行うものである。 

 図１にシステム構成図を示す。小型船舶の操縦者

は本システムの専用アプリがインストールされたス

マートフォンを持ち、航行を行う。アプリの初期設

定で、AIS の静的情報である、船名、船の大きさ、

連絡先などのデータをあらかじめ登録する。登録デ

ータは初回実行時にサーバに集約される。 

 アプリにはあらかじめ最寄りの地図（海図）デー

タがダウンロードされ、インターネット接続が失わ

れても、地図上で現在位置を確認することができる。

航行支援モードでは、アプリは一定時間ごとにサー

バと通信を行い、自船と他船の位置を送受信する。 

 
図 1 システム構成図 



2.2 航海支援機能 

サーバはスマートフォンから送られてきた船舶

の位置情報と AIS 中継局から取得した AIS 搭載船舶

の AIS 情報を収集する。スマートフォンは一定間隔

でサーバから近隣の船舶情報を受信し、画面上に位

置・進行方向・速度を表示する。他船や浅瀬に一定

以上接近した場合には、警告文・アラーム等で操縦

者に警告を行う。 
 また、海上保安庁が提供している気象情報配信シ

ステム(MICS)(7)から取得した周辺の風向きや波の高

さなどの気象情報を常時表示する。 

 

図 2 航行支援モード 
 

2.3 緊急対策機能 

スマートフォンから GPS 情報が一定期間送信され

てこない場合、何らかの問題が発生している（海難

事故、システム障害など）と判断し、サーバ管理者

に警告を発する。サーバ管理者は実際の事故発生の

有無の確認のため、近隣を航行中の船舶や所管の海

上保安庁などの指定連絡先に通知を行う。 

 

2.4 船舶間メッセージ送信 

AIS で提供される船舶間メッセージ通信機能をイ

ンターネットにより代替する。船舶指定による個別

送信、自船を中心として周辺海域の範囲を指定する

一斉送信がある。 

イ ンタ ーネッ ト  

 

図 3 船舶間メッセージ通信 

2.5 船舶間の衝突回避 

船舶間の衝突を回避するため、自船の進路方向に

自船の全長 L の 12 倍、後方・左右に 4 倍の範囲にあ

る船舶を避けることが定められている(8)。 

 本システムではこれに倣い、図４に示す矩形（破

線）の範囲に他船がある場合に危険、周辺の矩形(点

線 3km×3km)にあるときは注意とした。 

 

図 4 衝突回避エリア 

 

2.6 座礁防止 

船舶事故の主要因の一つが浅瀬や海岸への乗り

上げ（座礁）である。日本海洋データセンター(9)が

提供している 500m メッシュ水深データから水深地

図（図５）および緯度・経度・水深からなるデータ

ベースを作成し、船舶の位置から付近の水深を算出、

浅瀬接近の注意喚起を行っている。水深地図は深い

ほど色が濃く、浅瀬で細かく色分けしている。 

 
図５ 彩色した水深地図（弓削島近海、輪郭なし） 

 
3. システムの有用性の調査 
3.1 定期航路における通信状態の調査 

 本システムは位置情報の送信や近隣航海情報の受

信に各通信キャリアが提供する LTE/3G 通信を利用

する。これらの通信エリアは陸上を中心として整備

がなされており、海上での通信を保証するものでは

ない。しかし、小型船舶は沿岸部での航行がほとん



どであるため、既存の通信エリアで十分カバーでき

ることが期待される。  

 実際の受信状況を確認するため、弓削島付近の定

期航路および弓削丸による航海実習において調査を

行った。検証にはスマートフォンから本システムの

位置情報送信機能（30 秒ごと接続）を用いた。結果

を表１に示す。今治港と伯方島木浦港間でインター

ネット通信が不安定になる箇所があり、数回の通信

エラーが発生した。GPS は安定して受信が行えた。 
 

表１ 定期航路等における通信状況（成功率） 
日時 航路 キャリア LTE/3G 

(%) 
GPS 
(%) 

15/6/19 弓削-大崎

上島 
KDDI 100 100 

15/8/11 弓削-今治 KDDI 99 100 
15/8/12 弓削-因島 KDDI 100 100 
15/8/17 今治-弓削 KDDI 98 100 
15/9/1 弓削-因島 Docomo 100 100 
15/9/7 因島-弓削 Docomo 100 100 

 
3.2 サーバの運用 

船舶データ等を蓄積するサーバを弓削商船高専

の仮想サーバ上に Linux を用いて構成・運用を行っ

た。運用期間は2015/10/1から12/25の86日である。

サーバは AIS 受信機、47 都道府県の気象庁・MICS

への問い合わせ、スマートフォンからのリクエスト

への対応を行う。表２に通信間隔、一回あたりの通

信量を示す。この間サーバに蓄積されたデータはロ

グを含め100Mバイト程度である。この間に半径50km

の範囲から 3,077 隻の船舶情報を取得した。図６は

10/1 から 10/8 の間に取得した船舶の位置をプロッ

トしたものである。 

 

 
図６ 取得した航跡情報（2015/10/1-10/8） 

 
スマートフォンからのリクエストでは、地図情報

の取得、近隣船舶の問い合わせが発生する。通信量

は比較的少ないため、１サーバあたり 5000 クライア

ント程度に対応できるが、データベースへの負荷が

問題となる可能性が高く、高速化が必要である。 
 

表２ サーバに対する通信負荷 
通信先 通信間隔 対象数 通信量(byte/回) 
AIS 受信機 毎秒 1 50 
気象庁 
MICS 

１０分 47 
127 

50 
40 

ク ラ イ ア

ント 
30 秒 1 50x 近隣船舶数

+90(気象) 
 
4. 関連研究との比較 
 スマートフォンの普及により、本提案と同様のシ

ステムが提案されている(10−13)。類似システムとの比

較検討を行った結果を表３に示す。 
JM-WATCHER(11)、SaNavi(13)は我々と同様にスマート

フォンを対象としたシステムであるが、近隣船舶と

の距離のみを用いて接近を判断し、本システムと手

法が異なる。また、水深には対応しない。 

他システムが同一システムのみを対象とするの

に対し、本システムは AIS 連携により、大型船舶の

表示にも対応するなど利点を有する。 

 

表３ 類似システムとの比較 

Smart
phone

AIS
送信

AIS
受信

AIS
互換

気象
情報

危険
検知

緊急
通報

本システム ◯ × ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

AIS(ClassA) × ◯ ◯ ◯ × × ×

AIS(ClassB) ◯ ◯ △ ◯ × × ×

JM-WEATHER
JM-WATCHER ◯ × ◯ ◯ ◯ ◯ ×

MICS ◯ × × × ◯ × ×

AiShip × × ◯ ◯ × × ×

SaNavi ◯ × ◯ ◯ × ◯ ×  

◯：対応、△：部分的に対応、×：未対応 

 

5. 考察と今後の課題 
5.1 AIS の課題と提案 

AIS は自船の情報（船名、船舶の種類、全長、全

幅）を静的情報として登録する。実際に受信を行っ

たところ、これらの情報を登録せずに航行している

船舶が 12％にあたる 358 隻確認された(4)。巡視艇な

ど職務遂行上の必要のため、AIS を停波した船舶も

存在するが、航行管理のためには、公開すべきであ

る。プライバシー情報と航行管理をいかに両立する

か、義務化も含めて検討が必要である。 

 電波法 59 条（秘密の保護）は、「法律に別段の定

めがある場合を除く他、特定の相手方に対して行わ

れる無線通信を傍受してその存在若しくは内容を漏



らし、またはこれを窃用してはならない。」とある。

本システムでは他船間の AIS 通信を受信し、自身の

安全航行に利用しているが、サービスとして不特定

多数の端末に提供する場合は内容の開示に当たると

考えられる。AIS は不特定多数の船舶に対する公開

情報通信であるとの解釈に基づき、２次利用を認め

るなどの規制緩和が必要である。 
本システムでは、AIS 受信のみを実装しているが、

AIS への送信も実現することが可能である。AIS との

相互運用を実現することが、小型船舶航行支援には

必要不可欠である。実証実験を進めるための特区を

設置するなどの取り組みを期待する。  

 
5.2 MICS／気象情報の統合 

MICS や気象庁のデータは有用であるが、管区ごと

で提供されるデータフォーマットが統一されていな

い。また、２次利用が想定されていないため、デー

タ 提 供 の た め の API(Application Programming 

Interface)などを整備する必要がある。我々の収集

したデータを１次公開元の基準に基づき提供するこ

とも有益である。 

 

5.3 海洋クラウドの実現 

本システムを実現するためには、様々なシステム

を連携させ、運用可能な形にデータを収集する必要

があった。これらのデータはそれぞれクローズドな

システムであり、再利用性が低い。 

情報通信技術の分野では、オープンデータ・クラ

ウドなどのキーワードに代表されるように、データ

を共有する仕組みが重要である。船舶情報、気象・

海象情報、港湾設備、漁網などの障害物情報を利用

可能な形で構築することが求められる。 

 

6. まとめ 
 本研究では、小型船舶事故の対策として、スマー

トフォンを用いた支援システムの構築を行った。ス

マートフォンと現状の通信エリアでサービスが可能

であること、既存 AIS との連携が効果的であること

を確認した。一方、AIS データの利用のためには、

データの２次利用に関する規制緩和が必要であるこ

とも確認された。 

 国土交通省では、本提案と同等のシステム標準化

を平成２８年度から始める予定である(14)。システム

の性能向上はもちろんであるが、世界有数の海洋国

家である日本の安全と今後の継続的な発展のため、

有益なシステムとなることを期待する。 
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